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事業の現状、今後の展開等について 

 

 当社は、下記のとおり、事業の現状及び今後の展開等について、株式会社東京証券取引

所に対し、同社有価証券上場規程第 601 条第１項第４号ａに定める書面を提出いたしまし

たので、お知らせいたします。 

 本書面の提出により、東日本大震災により被災した上場会社に対する時価総額基準等の

適用取扱いにより（注１）平成 24 年６月末日までのいずれかの月において、月間平均時価

総額および月末時価総額が基準額以上（注２）となった時は、同上場廃止基準に該当しな

いこととなります。 

（注１）平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災を受けた特例措置として、震災によ

り本来の提出期限（基準抵触後３ヶ月以内）までに事業の現状、今後の展開、事

業計画の改善その他東京証券取引所が必要と認める事項を記載した書面の提出が

なかった場合であっても、平成 23 年 12 月までに提出すればよいこととし、この

場合における指定替え又は上場廃止の猶予期間は平成 24 年６月末までとする取

扱いに基づき記載しております。 

（注２）上場株式に係る時価総額基準につきましては、平成 22 年１月末より平成 24 年 12 

月末までの間、時価総額基準が 10 億円未満から６億円未満に変更となっており、 

変更後の基準に基づき記載しております。 

 

記 

 

１．事業の現状について 

 （１）経営の基本方針 

当社は、「産業構造の変化に対応し経営基盤の安定を図る」ことを中期経営計画の

基本方針として位置づけ、お客様の信頼と満足を得られる製品の提供により社会に

貢献するとともに、企業内においては参画と協調により活力ある職場づくりを基本

理念として、経営に取り組んでおります。 



（２）当社事業の現状 

    平成 23 年３月期の業績は、リーマンショック以降長期化していた景気低迷の影

響を受け業績の悪化が続いていましたが、当社はこのような環境のなかで積極的・ 

効率的な営業活動を展開し、主力品種の受注・売上・生産の確保に努める一方で、 

役員報酬のカットや時間外労働の削減などによる固定費をはじめとする徹底した経 

費削減など、全社をあげて収益の改善に取り組んできた結果、当下半期においては 

経常損益段階で利益が見込める状況となりました。しかしながら、年度末を控えた 

平成 23 年３月に発生した東日本大震災により本社、仙台営業所、多賀城工場が被災 

し、建物および設備が損壊し、原材料、製品等の棚卸資産なども著しい損害を被り 

ました。 

    その結果、当期の連結業績は、主力の工業用機械刃物や産業用機械及び部品での 

需要が持ち直し連結売上高が前年度に比し 15.2％増の 61 億 46 百万円となり、営業

利益が 56 百万円（前連結会計年度は４億 80 百万円の営業損失）となったものの、

経常損益において、（利息の支払いなどにより）62 百万円の損失（前連結会計年度

は４億 99 百万円の経常損失）、特別損益において、東日本大震災による損害額とし

て９億 20 百万円、更には繰延税金資産の回収可能性を見直し３億 98 百万円を取り

崩し、13 億 83 百万円の当期純損失（前連結会計年度は６億 40 百万円の当期純損失）

となりました。これにより、当連結会計年度末において４億 60 百万円の債務超過と

なりました。 

    平成 24 年３月期第２四半期連結累計期間においては、東日本大震災により被災

した多賀城工場において生産する合板用刃物および機械部品などの売上が減少し

た結果、売上高が前年同四半期比 13.6％減の 27 億 75 百万円となりましたが、損益

面では品種構成の変化による売上総利益率の好転と販売管理費の削減などの要因

があり、営業利益２億 36 百万円（前年同四半期は営業損失 37 百万円）、経常利益

２億 14 百万円（前年同四半期は経常損失１億８百万円）、四半期純利益１億 74 百

万円（前年同四半期は四半期純損失４億 47 百万円）と各段階利益で改善が進んで

おります。 

    なお、平成 24 年３月期第２四半期連結累計期間（平成 23 年４月１日から平成 23 

年９月 30 日）におけるセグメントの状況及び業績は次の通りであります。 

    ①工業用機械刃物 

      工業用機械刃物においては、情報通信関連分野向け精密刃物の需要に回復の 

     兆しが見られたものの、被災した多賀城工場で生産する合板・製本用刃物の落 

ち込みがあり、売上高は 20 億 11 百万円（前年同四半期比 15.1％減）と減少し 

ましたが、売上総利益率の改善などによりセグメント利益は２億 90 百万円（前 

年同四半期比 327.6％増）となりました。 

     



②産業用機械及び部品 

産業用機械及び部品においては、設備投資の回復により利益率の高い研磨機 

等の販売が増加したものの、多賀城工場で生産する機械部品等の落ち込みが影 

響し、売上高は５億 79 百万円（前年同四半期比 10.9％減）と減少しましたが、 

セグメント利益は 96 百万円（前年同四半期比 20.7％増）となりました。 

    ③緑化造園 

緑化造園においては、東日本大震災による復旧工事等の特需はあったものの、 

公共工事の減少や景気低迷による施設管理業務の減少があり、売上高は１億 84 

百万円（前年同四半期比 5.3％減）となり、セグメント利益は 16 百万円（前年 

同四半期はセグメント損失４百万円）となりました。 

 （３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

    当社グループは、平成 23 年３月期連結会計年度において、平成 23 年３月 11 日

に発生した東日本大震災による災害損失を特別損失に計上し、また繰延税金資産の

回収可能性を見直しその取り崩しを行ったことにより、当期純損失を計上し債務超

過となっております。 

    平成 24 年３月期第２四半期連結累計期間においては、営業利益、経常利益及び

四半期純利益を計上したものの依然として債務超過の状況にあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。 

 

２．今後の展開について 

 当社グループは、現状を解消するために経営改善計画を策定し、経常的に利益を確

保できる経営体制を確立し、上場基準に関わる債務超過の猶予期間が震災特例で延長

されております平成 25 年３月期までの早い時期に債務超過の解消を図るべく取り組

んでおります。 

   今後の再生に向けての計画概要は次の通りであります。 

 （１）財務体質の改善 

    ・資産の売却等による債務超過解消、有利子負債の圧縮を図る。 

    ・主要取引金融機関に対し継続的支援を要請し資金調達の安定化に努めるととも

に、借入金の返済方法変更等により返済ピッチの緩和を図る。 

 （２）収益性の向上に向けた事業展開 

    ・的確で効率的な営業活動を展開し、高精度精密製品、機械部品など高付加価値

製品の売上拡大を図る。 

・リードタイムや作業工数を明確化し、製作期間の短縮と不良率の改善により生

産性の向上を図り、市場競争力を強化し既存製品のシェア確保を図る。 

    ・大阪工場の移転集約により工場運営の効率化を図る。 

  



（３）成長戦略の実行 

    ・独自技術の活用、創出により市況に即した差別化製品の開発を図る。 

    ・技術の伝承、階層別教育、人事評価制度の見直しなどを通じ中堅層を中心とし

た人材育成を図る。 

（４）徹底したコストダウン 

・役員報酬をはじめとした給与の減額等を継続して実施するとともに、事業規模

に応じた組織再編や人員体制の見直し等を通じ固定費の削減を図る。 

・原材料費、外注費をはじめとする製造原価の削減を行い、低利益率製品の見直

しを図る。 

 （５）ＩＲ活動の推進 

・正確かつ積極的な情報開示を基本に決算説明会などＩＲ活動を強化し、投資関

係者の皆様の当社への理解を深めていただくとともに、当社の説明責任を果た

し、経営の透明性確保に資する取り組みを通じて、継続的な企業価値の向上を

図る。 

 

３．今後の見通しおよび上場維持について 

   当社においては、今後も厳しい経営環境、財務状況が続くことが予想されますが、 

引き続き工業用機械刃物を中心とした事業を原点として、徹底したコストダウンによ 

る収益力の回復を進めることを基本に事業及び財務体質の安定化を図るとともに、資 

産売却等により平成 25 年３月期決算の早い時期に債務超過の解消を目指しておりま

す。これによる市場からの信頼回復と、さらなる企業価値の向上を実現することで、

当社株式の月間平均時価総額及び月末時価総額について、東京証券取引所の定める基

準を上回ることにより、今後とも東京証券取引所市場第二部上場を維持するよう努め

てまいる所存であります。 

 

以 上 


